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国際税務  
QI/FATCA/CRS 関連情報 
ケイマン諸島：FATCA/CRS に関する最新情報 

～DITC ポータルユーザーガイドの更新概要及び最新情報～ 

 

2022 年 3 月 11 日

2022 年 2 月にケイマン諸島国際税務協力（Department 

for International Tax Cooperation：以下「DITC」）は

DITC ポータルのユーザーガイド v9「DITC Portal-User Guide」

及び DITC ポータルのオープンに関するアップデート「News & 

Updates」（DITC ウェブサイト（英語、PDF））を公表した。

本ニュースレターでは、アップデートされた事項について簡単に概

要を記す。 

1. CRS 報告に関するリソース 

DITC はユーザーに対して、DITC への電子メールによる照会をす

る前に、DITC ウェブサイトに公表されている参照可能な詳細な

リソースを確認するように求めている。ウェブサイトには、DITC が

運用する各制度に関する法律、規則、及びガイダンスノートが

掲載されており、加えて、詳細な Portal User Guide（ポータ

ルユーザーガイド）も掲載されているので、参照されたい。一般

的な技術的な質問については、CRS FAQ にて回答が用意さ

れている。 

また、DITC は定期的に様式に関する説明書及び注記事項を

発表している。2021 年 6 月 23 日には CRS の本人確認書

類未徴求の口座に関する注記、2021 年 10 月 13 日には

日）CRS TINs（CRS 納税者番号）、Dates of birth（生

年月日）に関する注記が公表されているので確認が必要であ

る。 

2. 金融機関(FI)の無効化 

DITC ポータルの仕様が更新され、事業体が存続しなくなった、

またはケイマン諸島報告 FI でなくなった金融機関を DITC ポー

タルにおいて無効化する機能が追加された。主たる連絡先担

当者（PPoC）が FI 無効化を依頼するための様式が DITC

ポータル上から提出することが可能となり、それに伴い、DITC 

Portal User Guide（DITC ポータルユーザーガイド）が更新さ

れ、様式の記入方法に関するガイダンスが提供された。 FI を

DITC ポータルにおいて無効化するためには、PPoC が無効化

依頼を送信する前に CRS 申告書（該当する場合）、CRS

宣誓申告、及び CRS コンプライアンス様式といった全ての報告

義務が完了されている必要があり、さらに FI が存在しなくなっ

たことや FI に該当しなくなったことを裏付ける証憑の提出が必

要となる。加えて、FI 無効化の依頼を送信する際には、PPoC

は無効日から 6 年間 FI の記録を保持する者の連絡先を記

載することが求められる。記録の保持の詳細については、CRS

規則 12 条(3)に基づき義務付けられているため確認されたい。

また、清算中であるとの理由のみによってケイマン諸島報告 FI

として分類されなくなることにはならない旨も明記されているた

め、FI の無効化を検討される際には留意が必要である。 

3. CRS 報告修正の手順－技術的変更点 

OECD の Common Reporting Standard User Guide（共

通報告基準ユーザーガイド）との整合性を高めるため、既に報

告済みの CRS 報告データを訂正する際の DITC ポータルの入

力規則が変更された。この変更点は、1 口座以上の口座報

告を訂正または削除する必要がある場合にのみ関係するもの

となる。 

報告の修正を行う場合には、DocSpec につき、今後 OECD

の共通報告基準ユーザーガイドに定められたルールに従わなけ

ればならない。詳細については、DITC Portal User Guide

（DITC ポータルユーザーガイド）の 29～31 ページにおいて、

CRS データの訂正及び削除の送信方法に関するインストラクシ

ョンが記載されている。DITC より公表されている XML 生成ツ

ールを使用せずに報告を行っている FI は、修正報告を実施す

る際に、当該入力規則に対応するよう、システムの更新が必

要となる可能性があるため、留意が必要である。 

4. CRS 報告対象国（Reportable Jurisdictions） 

CRS 報告対象国（ケイマン諸島ウェブサイト（英語、

PDF））は、昨年度までの報告対象国に新たにジャマイカ、ケ

ニヤ、及びモロッコの 3 カ国が加わり、クウェートが報告対象国

から除外された。CRS 報告対象国には日本も含まれているた

め、証券流動化等のためのケイマン SPC を保有する金融機関

で、当該 SPC への資本・負債持分出資者のうちに日本居住

者が存在する場合には、当該出資者が報告対象者に該当す

るかどうかの検討が必要となる。 

 

https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/DITC_Portal_User_Guide.pdf
https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/news-updates.pdf
https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/news-updates.pdf
https://www.ditc.ky/
https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/DITC_Portal_User_Guide.pdf
https://www.ditc.ky/crs/crs-faqs/
https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/Undocumented-Accounts-Explanatory-Notes.pdf
https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/Undocumented-Accounts-Explanatory-Notes.pdf
https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/CRS-reporting-obligations-TINs.pdf
https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/CRS-reporting-obligations-DoB.pdf
https://www.oecd.org/tax/exchange-of-tax-information/common-reporting-standard-xml-schema-user-guide-for-tax-administrations-june-2019.pdf
https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/DITC_Portal_User_Guide.pdf
https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/DITC_Portal_User_Guide.pdf
http://gazettes.gov.ky/portal/pls/portal/docs/1/13140776.PDF
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5. CRS 及び FATCA 規則に基づく正確な分類、通知など
の重要性 

金融機関は CRS 及び FATCA 規則の⽬的上、⾃⾝が正確

に分類されていることを確認しなければならない。DITC は金融

機関が提出した CRS 及び FATCA に関する情報を種々のデー

タ元と照合しており、金融機関が規則に基づいて正確な分類

及び、通知をしていない場合には、規則違反とみなされ、

DITC が誤分類を発⾒した場合には、適切な遵守を強制する

ための措置を講じる可能性がある。 

 

おわりに 

US FATCA 報告とは異なり、ケイマン CRS 報告義務について

は報告対象口座が存在しない場合でも、毎年のゼロ報告が

必須であるため、ケイマン SPC を保有する金融機関は対応を

怠ることがないように留意されたい。 

デロイト トーマツ税理士法人では、QI、FATCA 、CRS、及び米

国税務に関して専門チームを有し、常に最新情報を入手の

上、多数の金融機関にサービスを提供している。今回、ニュース

レターでご案内した内容のほか、制度内容・法令等でもご不明

な点等があれば、ご相談いただきたい。 
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Any tax advice included in this written or electronic communication was not intended or written to be used, and it 

cannot be used by the taxpayer, for the purpose of avoiding any penalties that may be imposed by any governmental 

taxing authority or agency. 

 

過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/us 

 

お問い合わせ 

米国税務及び QI/FATCA、OECD CRS に関するお問い合わせは、下記の担当者までご連絡ください。 

デロイト トーマツ税理士法人 東京事務所 US デスク  

パートナー 前田 幸作 kosaku.maeda@tohmatsu.co.jp 

シニアマネジャー 秋葉 奈緒子 naoko.akiba@tohmatsu.co.jp 

シニアマネジャー Yeh Ching-Feng (Vincent) ching-feng.yeh@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 榎本 純子 junko1.enomoto@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 渡邊 美穂子 mihoko.watanabe@tohmatsu.co.jp 

所在地 
〒100-8362  

東京都千代田区丸の内三丁⽬ 2 番 3 号 丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 
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